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作成基準⽇︓2024年9⽉30⽇
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分配⾦再投資基準価額

基準価額

■設定来の基準価額の推移 ・ 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない
場合があります。

決算期 分配⾦
第1期(2020年6月22日) 0円
第2期(2021年6月21日) 0円
第3期(2022年6月20日) 0円
第4期(2023年6月20日) 0円
第5期(2024年6月20日) 0円

設定来累計 0円

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
• 設定⽇前⽇を10,000として指数化

・ 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
・ 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
・ 基準価額は信託報酬控除後の値です。信託報酬率については、上記「信託報酬」欄をご参照ください。
・ 設定来騰落率は設定⽇前⽇との⽐較です。

■基準価額（税引前分配⾦再投資）の騰落率

■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

※この資料に記載されている構成⽐を⽰す⽐率は、全てマザーファンドの状況で純資産⽐です。

基 準 価 額 17,799円
純資産総額 20(百万円)
組⼊銘柄数 55銘柄

シュローダー⽇本株ESG
フォーカス・ファンド

マンスリーレポート

1ヵ⽉ 3ヵ⽉ 6ヵ⽉ 1年 3年 設定来
ファンド -0.81% -3.65% -3.23% 12.09% 26.08% 77.99%

・ 基準価額および純資産総額︓ベビーファンドベース

設 定 ⽇
信 託 期 間
決 算 ⽇
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.298％（税抜1.18％）

2019年7⽉26⽇
2029年6⽉20⽇まで
原則、毎年6⽉20⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

※ファンドは、議決権を⾏使することができる受益者の議決権の3分の2以上の賛成が得られた場合、2024年10⽉24⽇をもって信託を終了
（繰上償還）させていただく予定です。
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作成基準⽇︓2024年9⽉30⽇

シュローダー⽇本株ESG
フォーカス・ファンド

マンスリーレポート

■組⼊状況

■組⼊上位10銘柄の銘柄概要とESGポイント

■業種別組⼊⽐率

銘柄名 業種 投資⽐率 銘柄概要

財務の健全性が⾼く、株主還元にも積極的で、国際業務での成⻑期待を有する⾦融グ
ループ。社外アドバイザーの招聘などステークホルダー・エンゲージメント機能を強化。

2 オリックス その他⾦融業 4.4%

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀⾏業 5.9%

柔軟かつ機動的な経営が特徴で、⾦融セクターでは収益性、成⻑性において相対的に優
位なポジションにある総合⾦融⼤⼿。積極的な株主還元姿勢や再⽣エネルギー投資への
取り組みも評価。

4 ソニーグループ 電気機器 3.9%

3 キーエンス 電気機器 4.1%

6 富⼠通 電気機器 3.8%

5 スズキ 輸送⽤機器 3.9%

8 ＮＴＴデータグループ 情報・通信業 3.2%

7 伊藤忠商事 卸売業 3.5%

10 ダイキン⼯業 機械 2.8%

9 豊⽥⾃動織機 輸送⽤機器 2.9%

⽣産性の⾼い強固な直販体制により⾼収益を維持、また、海外での成⻑ポテンシャルを有
するセンサー機器⼤⼿。経営陣の執⾏能⼒を⾼く評価するとともに、株主還元のさらなる積
極化に期待。
⾳楽、ゲーム、イメージセンサーなど複数の利益ドライバーを有する総合電機メーカー。強固
なガバナンス体制を有し、環境中期⽬標の設定などサステナビリティの取り組みも評価。
国内軽⾃動⾞市場における2⼤メーカーの1社で、成⻑ドライバーとしてインド⼦会社を有
し、トヨタとの協業体制の進化にも期待。カーボンニュートラル推進会議を取締役会直下に
設置するなど、脱炭素化に向けた取り組みも評価。
ITサービス⼤⼿として、国内外でシステムインテグレーションやコンサルティング、アウトソーシン
グなどのソリューションを提供。マテリアリティの策定などサステナビリティの取り組みも評価。

公共、⾦融向けに強みを有するITサービスの⼤⼿企業。ESG重要課題を掲げ、KPIの設
定や従業員エンゲージメントにも注⼒している点を評価。

フォークリフト及びカーエアコン⽤コンプレッサーの主⼒2事業において中⻑期的な成⻑期待
が⾼い⾃動⾞部品メーカー。電動⾞向け電動コンプレッサーや乗⽤⾞向け電池など
HV/BEVにおける成⻑機会が⼤。

中国をはじめ海外での成⻑が期待できる国内⾸位のエアコンメーカー。環境性能に優れた
⾼付加価値製品に強みを持ち、経営陣の⾼い執⾏能⼒を評価。

経営トップのリーダーシップにより経営戦略の⼀環として従業員の⽣産性向上に継続的に取
り組むなど、株主を含めたステークホルダーマネジメントに優れた総合商社。
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3.3% 7.4% 電気機器
情報・通信業
機械
輸送⽤機器
銀⾏業
建設業
保険業
化学
⼩売業
卸売業
その他⾦融業
不動産業
ガラス・⼟⽯製品
その他

・ キャッシュ等は除く。

• 上記の銘柄は、参考として掲載するものであり、個別銘柄の推奨もしくは当該銘柄の株価の上昇⼜は下落を⽰唆することを⽬的とするものではありません。また、当ファ
ンドが当該銘柄を常に保有していることを⽰すものではなく、当ファンドが今後当該銘柄に対して何らかの投資活動をとるかどうかについて⼀切⾔及もしくは⽰唆するもの
ではありません。

組⼊対象 投資⽐率
株式 98.8% 

東証プライム 97.2% 

東証スタンダード 1.7% 

東証グロース -

地⽅単独 -

その他 -

キャッシュ等 1.2% 

計 100.0% 
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■⽉次コメント

作成基準⽇︓2024年9⽉30⽇

シュローダー⽇本株ESG
フォーカス・ファンド

マンスリーレポート

【市場概況】
9⽉は、⽶国における景気減速懸念から⽶⻑期⾦利が低下し、為替市場で円⾼が進⾏したことを受けて⽇本株は続落となりました。⽉の前半は、
3⽇（現地時間）に発表された8⽉の⽶ISM製造業景況指数が市場予想を下回るなど⽶国景気に対する先⾏き懸念が⾼まり、円⾼の流れを
受けて下落基調で推移しました。6⽇（現地時間）に発表された8⽉の⽶雇⽤統計においても、⾮農業部⾨雇⽤者数が市場予想を下回るな
ど⽶国の景気減速懸念が強まりました。後半に⼊ると、18⽇（現地時間）に開催されたFOMCで50bpsの利下げが決定されたものの、パウエル
議⻑が利下げを急がない姿勢を⽰したことから⽶⻑期⾦利はその後上昇する展開となり、為替は円安⽅向へ振れ⽇本株は戻りを試す動きにな
りました。また、20⽇の⽇銀⾦融政策決定会合後の植⽥総裁の会⾒がややハト派スタンスとなったことも⽀援材料となりました。但し、27⽇の⾃
⺠党総裁選を受けて選出された⽯破新総裁の経済政策を巡る不透明感から⽉末は⼤幅下落で引けました。結局、⽉間でTOPIX（配当込
み）は-1.5%の下落となりました。

【運⽤概況】
当⽉末の基準価額は17,799円で、前⽉⽐-0.8％となりました。
証券会社による投資判断の引き上げなど利益成⻑に対する評価が⾼まった富⼠通、データセンターREITの上場を⽬指すとの報じられ売却益に
対する期待値が⾼まったNTTデータグループ、⽶国の利下げ開始に伴い⽶国における事業環境の好転が⾒込まれる住友林業などがプラスに寄与
しました。
⼀⽅、国内外の⻑期⾦利が低下する中、⾦融関連株が軟調な推移となり、オリックスや第⼀⽣命ホールディングスなどがマイナスに影響したほか、
中国の受注ピークアウトやベトナムにおける洪⽔の影響が懸念されたローツェなどがマイナスに影響しました。
⽇本企業の業績に関してですが、4-6⽉期の決算は円安効果もあり前年⽐で2桁増益と堅調なスタートとなりました。⾜元のドル円レートはほぼ
会社前提並みのレベルで、過度な円⾼進⾏が⽣じなければ4期連続の過去最⾼益の更新は可能と⾒ています。⼀⽅、マクロ⾯では、⽶国の利
下げ開始によりソフトランディングが可能かどうかという点が最⼤の焦点になっています。⽇本株については、7⽉の実質賃⾦が2か⽉連続のプラスと
なり、4-6⽉のGDPにおいても5四半期ぶりに個⼈消費がプラスになるなど内需の回復を⾒込める状況で、⽬先は底堅い相場展開を予想します。
⽇本企業は、2024年度に⼊り昨年のペースを上回る⾃社株取得枠を発表しており、株主還元を積極化させています。東証は資本コストや株価
を意識した経営の実現に向けた対応を求めており、持合い株の解消や株主還元の改善などガバナンス改⾰は中期的に進展すると判断できること
から、⽇本株固有の⽀援材料になると⾒ています。
企業のマネジメント・経営戦略の評価を重視し、ESGの観点から各ステークホルダーに対して適切な配慮が⾏われていると判断される企業をボト
ムアップ・アプローチで選別し、中⻑期の視点で投資する⽅針です。また、企業価値の向上の観点から課題を有する企業で、対話による課題解
決が可能と判断される企業にも投資を⾏います。企業の評価にあたっては、特に担当アナリストの定性評価を重視しており、また、投資対象銘柄
のアップサイドの⾒極めにおいて、現在の株価に織り込まれていないものは何かを意識しています。
持続的な成⻑を実現するためには、経営のクオリティーがより重要な要素になります。中⻑期の企業価値の観点から、業績の改善余地がまだ織り
込まれていない銘柄や業績に対する短期的な悲観により割安感が強まっている銘柄に注⽬して、⻑期視点での投資が可能な銘柄のリサーチを
進めます。
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■投資リスク

販売⽤資料（⽉次改訂）
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■投資リスク

販売⽤資料（⽉次改訂）
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お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご⾃⾝でご判断ください。
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※お申込みの際は、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご確認ください。
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■ファンドの関係法⼈

委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運⽤等]
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社 [信託財産の管理等］

販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取扱い等］

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開⽰書
類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約ではなく、預
⾦保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の⽀払対象で
はありません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資に
よりもたらされる収益の価値は上⽅にも下⽅にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動し
ます。■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保
証するものではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰すものであり、将来の動向
や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に個別銘柄についての⾔及がある
場合は例⽰を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を
⽰唆するものでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使⽤することが禁じられている場合があ
ります。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありませ
ん。■お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。

シュローダー⽇本株ESG
フォーカス・ファンド

マンスリーレポート

登録番号 ⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈

⽇本投資
顧問業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品

取引業協会
株式会社イオン銀⾏(委託⾦融商品取引業者:マ
ネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 〇

株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品取引業
者: 株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

⾦融商品取引業者等の名称
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